
問い合わせ先 環 境 政 策 課 TEL：022-211-2664 e-mail：kankyoi@pref.miyagi.lg.jp

再生可能エネルギー室 TEL：022-211-2655 e-mail：saiseie@pref.miyagi.lg.jp

日 時 令和元年１１月２２日（金）
ＴＫＰガーデンシティ
ＰＲＥＭＩＵＭ仙台西口ホール８Ｂ

１３：００～１６：００

（仙台市青葉区花京院1丁目2-15 ソララプラザ）

※１２：３０から開場します

主催 宮城県環境生活部（環境政策課・再生可能エネルギー室）

無 料

令和元年度再エネ・省エネ関連セミナー

脱炭素経営セミナー
大企業によるサプライチェーン全体の脱炭素化を目指す動きやＥＳＧ地域金融への期待の高まりなどを背景に，
経済活動における脱炭素化の取組が急速に広がっており，今後，ＲＥ１００への参加やＳＢＴの認定など意欲的
な目標を掲げ，脱炭素経営への転換を図る企業が増加していくことが予想されます。
本セミナーでは，「脱炭素経営」に関する最先端の情報に触れていただき，これからの企業経営の在り方や事業
活動における再エネ・省エネの取組のメリットや意義を改めて考えていただける内容となっております。
皆様の御参加をお待ちしております。

参加費

会 場

定員１００名。参加申込先着順。
参加申込方法は裏面をご参照ください。

第１部
13:00～14:15

第２部
14:25～16:00

「脱炭素社会に向けた最近の動向について」
講師 環境省地球温暖化対策課 課長補佐 岸 雅明 氏

講 演 １ １３：００ ～ １３：４５

「再エネ100％を目指す新たな枠組み『再エネ100宣言RE Action』の概要」
講師 再エネ100宣言ＲＥ Ａｃｔｉｏｎ協議会 金子 貴代 氏

プログラム

（休憩 14:15～14:25）

講 演 ２ １３：４５ ～ １４：１５

「ソニーが目指す再生可能エネルギー100％の電力調達」
講師 ｿﾆｰｺｰﾎﾟﾚｰﾄｻｰﾋﾞｽ株式会社HQ総務部 後藤 勇次郎 氏

取組事例1 14：25 ～ 14：5５

「大川印刷のRE100の取組」
講師 株式会社大川印刷 代表取締役 大川 哲郎 氏

取組事例2 14：5５ ～ 15：2５

「横浜市の『Zero Carbon Yokohama』の取組」
講師 横浜市温暖化対策統括本部 企画担当課長 池上 武史 氏

取組事例3 15：2５ ～ 15：55



講演団体プロフィール

令和元年度再エネ・省エネ関連セミナー 脱炭素経営セミナー
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【情報の利用及び提供の制限】

当該セミナーの申込みにより取得した個人情報は，個人情報保護法等の規定に基づき適切に取扱います。
なお，本申込用紙及び来場者アンケートで収集した情報に限定し，主催者間で共有し，主催者が関与する各
種連絡・情報提供に利用させていただく場合があります。

【お申し込み多数の場合】

複数名でお申し込みいただいた法人・団体様については，後日，人数調整をさせていただく場合があります
のでご了承ください。

※e-mailでお申し込みの方は kankyoi@pref.miyagi.lg.jp まで

宮城県環境生活部環境政策課環境産業振興班 行き

所 属 （ 会 社 名 ）

住 所
〒

職 ・ 氏 名

電 話 番 号 （ ）

電子メールアドレス

セミナー受講申込締切 令和元年１１月１５日（金）

会場案内

申込み方法 必要事項を記載し，ＦＡＸ又はメールでお申し込みください。

 再エネ100宣言RE Action協議会
（実行委員会：東京都千代田区（ｸ゙ﾘー ﾝ購入ﾈｯﾄﾜー ｸ事務局内）
自治体や企業（年間消費電力量が10GWh以下の企業）など，

あらゆる需要家が使用電力の再エネ100％化宣言を表明し，
共に行動を示していくイニシアティブ。

【電車でお越しの場合 】
ＪＲ東北本線 仙台駅西口より徒歩３分
仙台市地下鉄南北線
仙台(地下鉄)駅より徒歩３分

【車でお越しの場合 】
会場周辺有料駐車場を御利用ください。

ＴＫＰガーデンシティPREMIUM仙台西口
仙台市青葉区花京院1丁目2-15 ソララプラザ

 ソニー(株) （本社：東京都港区）
環境計画「Road to Zero」のもと，2050年までに環境負荷ゼ
ロを目指す。また，CO2排出量削減のため，電力を再エネでカ
バーするRE100に加盟。2040年までの再エネ率「100％」の達
成を目標としている。

 (株)大川印刷 （本社：神奈川県横浜市）
明治14年創業，従業員41名で印刷事業を手がける中小企
業。年間CO2全量をカーボン・オフセットしている。2019年に
「低炭素杯2019 審査委員特別賞」，2018年に「第2回ジャパン
SDGsアワード パートナーシップ賞」，「第19 回グリーン購入大
賞 大賞・環境大臣賞」など数多くの賞を受賞。

 横浜市
今世紀後半のできるだけ早い時期に温室効果ガス実質排
出ゼロ（脱炭素化）を実現するため，市域の温室効果ガス総
排出量を2020年度までに22％，2030年度までに30％，2050年
度までに80％以上削減することを目指す。

会場


